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現代筈年の雇用・失業問題は深刻である。定職に就かず／就けずパートやアルバイト

で働く「フリーター」人目は増大し、その類型も多様化している。

本稿では、フリーター増大の原因は、若年書の意識変化や「需給のミスマソチ」にあ

るのではなく、需要（企業）サイドのrリストラ」政策の推進、雇用戦略の転換〔常用

雇用の代替として不安定雇用労働者を補充・拡人〕という構造的なことが主要因である

と捉えた上で、少数厳選で企業側の採用基準〔「雇用されうる能力」（employablllty）〕

も高次化してきていることから、こく普通の、円均的な大学新卒者たちが「フリーター」

への参入となる社会的背景と問題点に論及した。

かれらの就業意識と生活実態（最近の調香結果）をふまえ、フリーター自身は、＜時

間選好の高いライフスタイル＞にメリノトを感じているが、パラサイトせざるを得ない

はとの低賃金の丞安定詔用であり、定型的／低技能労働であるために職業キャリア形成

に繋がらず、その状態から「脱出」しにくい等の問題点を明らかにし、打開のカ向を提

示している。
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rフリーター」のライフスタイルと就業問題（荒岡）

Ⅰ　は　じ　め　に

酎1の雇用・失業問題の深刻化は、総務省が発表した「労働力調査（速報）

平成13年5月結果」からも浮き彫りになっている。完全失業者数は348万人

（非自発的離職者102万人）で、完全失業率（季節調整値）は日本の失業統計史

上最高水準の49％となっている。なかでも15～24歳の完全失業率（103％）

は全勺齢階級平均の2倍以上になっていることが注目される。青年の完全失業

者は年々増加しているのである。

四大卒の就職率1）は、91年には男女とも8割台であったのか、その後低卜に

転じ、2000咋には男女ともに6割を下回る水準にまで落ち込んだ。2000年3月

の新規学卒者のうち、無業者人Uは、高卒で約13万人、短大卒で約4万人、四

大卒では約12万人であった。こうした失業・無業者と共に青年層の多くは、パー

ト・7ルハイトなと「フリーター」という不安定雇用労働者となっている。

さて、そもそも「フリーター」とは極めて喫味な言葉である。「フリー・ア

ルハイター」を縮めた造語「フリーター」は、1987年、就職情報誌『フロム・

ェー』JC編集長道卜裕史によって最初に用いられた。、那寺は、「止社員として

は働けない」が、資格取得や自分の夢の実現を目標に「自由に主体的に生きる」

若者といった意味合いで使われた。その後は広く用いられ、“既卒で未桁の非

「l「朴員」として働いている若者／働こうとしている無業者の若者〔30歳未満

／34歳まで〕」”と解釈されるようになった。本稿でも後者の意味で広義に

「フリーター」を捉えている。なお、「フリーター」への参入経路としては、就

職しない／できない新卒がそのまま「フリーター」を選択するコースと、一旦

は正社員として就職した後、離・転職によって参入するコースの、2つがある。

リクルート　フロム・エーは、労働省（現・厚生労働省）が試算2）した「フ

リーター」151万人という数了は、フリーターをかなり狭く定義した結果の数

字であるとして、総務庁が5年ことに尖施してきた「就業構造基本詞杏」結果

をへ－スに、「アルハイト」「パート」に「人材派退企業の派遣社員」「その他」

を加えるなどして甘試算を試みた。その結果、フリーター人口は全国で344カ
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「フリーター」のライフスタイルと就業問題（荒岡）

人であり、その内訓は就業者が206力人、無業者が138万人であるとしている。

「フリーター」とは社会的にも無視できない人きな存和こなっていることが分

かる。

「フリーター」に関しては、多方l加の識者や研究占がさまざまな分析や評

価－）を加えている。その中には、「フリーター」増人の原因をもっぱら詔年の

「低い職業意識」や職業能力の不足、あるいは披らの家庭の経済的「ゆとり」

に求めるような議論も兄うけちれる。彼らを「ぜいたく失業」君と所定的に断

じるような見方から、反対に、彼らを「ノし気月消費の需要舌」と肯定的に評価

する見方まで存イlしている。このように、「フリーター」に対する評仙や意味

つけはさまざまであるか、しかし、「フリーター」がこのまま増大すれば必ず

や招来するであろう祉会的問題については多くの懸念か表lmされている。すな

わち、「フリーター」の増大は、J■川労働力不足、社会保持制度の破綻を引き

起こすこと、また、「フリーター」＝未婚者・非肺者の増大が少／化傾向に一

層拍車をかけること、これらが日本社会全体の活ノノを著しく低下させること、

なとの懸念である。

このように「フリーター」が無視できぬネl会的存／lとして注目され、それが

もたらす社会的問題についても一一定の議論かなされていなから、現状では「フ

リーター」の実態を把握するための本格的で包括的な調香は末だ実施されてい

ない。こうした中で、日本労働研究機構の報告パ『フリーク▼の意識と実

態』4）〔以下『実態』と省略〕とリクルート　フロム・エーのコンパクトにま

とめられた報告苫『フリーター白書2000』〔以下『し′1書2000』と省略〕等は、

貴重な什事であると評仙できる。前者は、97人のフリーターにヒヤリンク調査

を行った結果をまとめ上げた報告Hであり、後君は、フリーター1057人を対象

に「アンケート調査」と「クループインタヒュー調査」を実施し、その結果を

まとめ「けたl′】．tてである。

本稿では、こうした最近の調杏結果も丁かかりにしなから、とのような新卒

者がとのようなネ1会的背景から「フリーター」という「進路」を選択するにい

たるかを分析し、仰せて彼らのライフスタイル5明特徴と就業生活上の諸問題

を明らかにしたい。
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Ⅱ　「フリーター」の現在とライフスタイル

先ず、「フリーター」で括られる人々の、く属性＞について見てみよう。前

述の報告書『実態』によると、「フリーター」は女性が全体の約6割を占め、

男性より高い比率となっている。男女ともに高卒が半数を占めており、年齢は

20代前半までが主体だが、女性より男性の方が平均年齢が向く、20代後、ドの層

が3分の1を占めている。これは男性では大卒の比率が高いからであり、男性

のフリーターの年齢は18歳から31歳までと幅が広く、学歴についても高校小過

から大学院卒までと多層的である。

（1）「フリーター」の類型（タイプ）化

報菖書『実態』では、「フリーター」を「モラトリアム型」「夢迫求刑」「や

むを得ず型」の3タイプに分けている。「モラトリアム型」は、明確な職業展

望をもたないタイプで、男女とも4割を占め、それに次くのが「やむを得ず型」

である。これは、止規雇用志向型、期間限定型、プライへ－ト・トラブル巧■4を

包摂したタイプで、男性が4割、女性が3割を占める。「夢追求型」は芸能志

向型、職人・フリーランス志向型を包摂するタイプで、男性が2割、女件が3

割となっている。

『白雲2000』では、「フリーター」の＜現在状況＞とく将来志向＞という2

つの側面からそれぞれタイプ分けを行っているが、「フリーター」の＜現存状

況＞に基づけば以下の4タイプに分けられるという。すなわち、やりたい仕事

が見えない、あるいは特にないという「暗中模索組」、フリーターにとっぷり

浸かっている「現状満足組」、やりたい什事はあるけれと、とりあえずフリー

ターをしているという「憤れ・夢見て足踏み糾」、そしてやりたい仕事の実現

に向けてフリーターをしているという「トライ＆ステップアップ組」である。

このように「フリーター」かさまざまなタイプに分けられるということは、

「フリーター」と称される人々の多様件を表している。こうしたさまさまなタ

イプの中で、政策的対応と社会的サポートの必要性がしばしは指摘されるのは、
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『実態』報告書でいう「モラトリアム型」、「やむを得ず型」（なかでもその中の

「プライへ－卜・トラブル型」）、『日吉2000』でいう「暗中模索紺」、「憧れ・夢

見て足蹄み組」であろう。

（2）「フリーター」の就業生活とライフスタイル

『実態』の調査結架によれは、フリーターの過労働日数は平均49日であり、

ひとっの職場での就労斯間は3年未満と答えた者が約8割あった。『白書2000』

調査結果によれば、過5日以卜働いている者は全体の36％、一口7時間以上働

いている者は53％を占める。同調査結果によれば、平均月報収入は約13万9000

円で、正規社員と大差は「ない」。また、親と同属6）している者は、『実態』の

調査結果では63．9％で、『白書2000』調香結果では606％となっており、フリー

ターの6割以上が親と同属している実態が浮かびlがる。同居の場合、半数の

ものが一部家計補助として親に一定金額を渡している。フリーターの就労先は

アルハイトロの多い那目上部に集中しており、明らかな「都市集中型」である。

彼らの「現在の生活満足度」をみると、「満足している」はたった33％で、

「満足している」派と「やや満足している」派を合わせても17％である。「満足

していない」派と「あまり満足していない」派を加えた「不満足派」は65％を

占める。「経済的満足度」に絞ってみれば、「不満足派」は80％にも達している。

一方、フリーターのメリットとしては、「自由」「時間的に融通がきく」「休

みがとりやすい」「色々な経験ができる」なとが共通して挙げられている。就

労先での束縛の揺さや時間と行動面での臼山度の高さかフリーターを捉える魅

力なのである。

しかし、『白吉2000』の調査結果によれは、将米は何らかの定職に就きたい

と考えている名が467％を占めており、ほとんとの名が「今後ずっとフリーター

を続けていく」とは考えていないことが分かる。フリーターの多くが「フリー

ターである時期は過渡期である」と認識しており、これは同報告書も指摘する

ように、定職に就くとしたら「本当に白分がやりたいイ【事をしていきたい」と

いうやりたいことへの“こたわり意識”の別の形での表れと捉えてよいたろ

う。自分のやりたいイ【事がすでに明確である「トライ＆ステンプアノブ紺」に
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しても、まだそれが見出せずに模索中の「暗中模索組」にしても、いずれにし

ても時間が必要であるという点では、フリーターの意識は共通している。やり

がいのある∩分に適した仕事と“出会い’’、生き生きと働きたいという「フリー

ター」たちの思いは、こく当然の健全なものである。この思いは、止社員とし

て就職した青年労働者にも共通する。

不況期の厳しい雇用環境の下で「やっと」就職できた青年達が、なぜかくも

多く、また｝い時期に離転職するのかについて、玄田有史TJらほ、それは彼ら

の就業意識の低さによるものではないという。玄【‡1は、経済環境の変化による

就業機会の悪化が古年たちの不本意就職をもたらしたことを「世代効果」と捉

え、雇用環境が厳しければ厳しいほど離転職が増える原因を解明している。

イ’，il労働者たちに就職する際の「勤務先選択盛準」について尋ねたライフテ

サイン研究所の「95年調香」〔20－24歳、有効525名〕結果によれは、「仕事内容

のおもしろさ」（490％）、「自分の能力や資格が吐かせること」（436％）、「勤

頗時間や休日」（246％）、「給与水準」（236％）等が上位に挙げられていた。

勤務先選択に際して、若者は「勤務時間や休日」「給与水準」といった待遇も

電視しているが、より重視しているのか日分の能力や資格が什肇で生かせるこ

とを含めた仕事のやりがいであることが分かる。最近発表された「平成13年度

新入社員『働くことの意識』調査」結果烏）によれば、「全社の選択應準」につ

いて、「臼分の能力・個性を／1かせるから」（310％）、「仕事がおもしろいから」

（195％）、「技術が覚えられるから」（165％）との回答が上位を占めているが、

ここにも同様の傾向が窺える。

若者の持っこうした選択慮準から見れば、彼らが当初抱いていた仕事への

「期待」と職J誹こ入った後の現実との落差に困惑する程度は、彼らの前の凹代

よりも格段に人きく、深刻であることは容易に想像できる。山神員から離転職

して「フリーター」になったものが約4割もいることや、定職に就くことへの

恐怖感・忌避感が強い省が多いことがこの事情を物語っている。フリーターた

ちは、什分の能力や個性を年かせることの出来る「やりたい什事」にこだわり

を持ちっっ、時間選好のライフスタイルを巴こうとしているのである。

－46－



「フリーター」のライフスタイルと就業問題（荒周）

Ⅲ　「フリーター」増大の社会的背景

（1）「需要サイド」の要因

①　長期不況卜での「リストラクチャリンク」推進と新規採用抑制

ハフル経済崩壊後の長期不況の下▲で、人企業は‘個際競争力の強化”を提

唱し、経済のクローハル化がもたらす「大競争時代」に対応するため、大規模

な「リストラクチャリンク」（企業の再編・事業の再構築）を実施している。

国際的なM＆A、資本提供・企業合併が進行し、「分社化」、系列会社や中小下

請企業の「整理」が推進され、本社・管理部門の「スリム化」や「アウトソー

ン／ク」（外部請負）化が実行に移されている。こうした政策と剛寺並行的に

推進されているコスト削減政策は、新規採用抑制という形でも表れている。こ

うした企業の「リストラ」の推進が、社会的な影響の人きいフリーターの増大

という問題を引き起こしている原因となっている。

『平成12年版労働′書』がホしているように、この7年間（92叶3月～99年

3月）に高卒求人は8割弱減、入牢求人は3割應減となっており、新規学卒労

働市場が極めて厳しい状配り）にあることが分かる。採川「枠」の相中と有効求

人倍率の低卜に相関して、アルハイターなとの不安定鹿川労働者や無業者にな

る機会が増大しているのである。

②　jt社員（常川雇用）の削減と不安定屈用労働名の増人

企業の「リストラクチャリンク」政策は、政府の雇用「流動化」、「多様化」

政策と深く結合しながら、「盛返」産業／部門の労働者の「成長」席業／部門

への移動、従来型の終身雇用型ツi働者の大幅削減、有制・木安定雇用労働者の

増大を推進する方向で進められた。

これらは、日本経営者けl休連盟が打ちたした鹿川管理の基本戦略と合致して

おり、その戦略は「新時代の廿本的経営一挑戦すへき方lbJとその只体第－」（

1995年5月）』にはっきりと述へられている。こうした戦略の貝休講の一都が

明示的に説明されているのか、「企業・従業員の犀川・勤続に対する関係」〔図

1〕である。
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雇用柔軟型クループ

高度専門能力活用型グループ

長期蓄積能力活用型グループ

（力有期雇用契約

②一般職・技能部門・販売部門

③時間給，職務給．昇給なし

①有期雇用契約

②企軌　営業，研究開発等

③年俸制，某紙給，昇給なし

①期間に定のない雇用契約

②管理職・総合職・技能部門の基幹職

③月給制か年俸制，職能給．昇給制度

企業側の考え方

（注）1　雇用形態の典型的な分現
2　各クループ間の移動は可

3　図中，①雇用形態，②対象，③賃金

山所：背木圭介「口本的経営の変化」（『日本の科学者』Vo133Nn4Apr1999P23）

図1企業・従業員の雇用・勤務にたいする関係

この「関係」岡から、「大競争時代」という“新しい時代”に対応できる

“新しい労働のソステム’’を構築するために、大企業が雇用の弾力化・流動化

を推進していることが読み取れる。雇用の弾力化・流動化とは具体的には労働

者を次の3クループに分けて、3グループ間の労働者の移動を差別的競争的に

管理することである。3クループとは、第1に正社員を申し、にした、管理職・

総合職・技能部門基幹職から構成される「長期蓄積能力活用型クループ」、第

2に有期雇用契約の非正規社員による「高度専門能力活用型グループ」（実績

本位の年俸制）、第3に「雇用柔軟型クループ」（職務に応じた時給制）である。

新卒を含む「フリーター」のほとんとは、一般職・技能・販売部門などでの

定型的／低技能労働を中心とした第3の「雇用柔軟型グループ」に配属される

と想定されるが、同時に彼らは、上述の3クループの間の移動が「自由で弾力

的である」とされる条件のFで、第1の「長期蓄積能力活用型クループ」（正
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「フリーター」のライフスタイルと就業問題（荒岡）

社員）や第2の「高度専門能力所用型クループ」（実績本位の年俸制）との間

での差別的競争的な管理に組み込まれることになる。

年齢階級的にも厚い屑をなす中高年・ホワイトカラー労働者は、企業にとっ

ても人件費の負印が重く、削減の＋．要な夕【ケソトとなってはいるが、労働組

合運動の重点が既存の雇用確保に置かれる以l、若年層（とりわけ、24歳以‾R

の新規雇用比率が上がるとは考えられない。

正社員採用枠の縮小と雇用の「流動化」・「多様化」の政策的、意図的な推進

は、新規学卒労働市場をさらに冷え込ませることになる。かつては女子学生採

用時に特有に見られた差別的状況がすへての学卒者を覆い、その結果新規学卒

者の多くが賃金・待遇の悪い不安定雇用労働省の大きな流れの中に巻き込まれ

ざるを得ず、それが新たな「フリーター」群を再年産する結果をもたらしてい

るのである。

そうした労働力「流動化」・「多様化」政策を推進し、雇用・失業問題を深刻

化させえたのも政府の後押し、法律しのサポートによるところは大きい。例え

ば、8時間労働制をくずし変形労働時間制を導入した「労働基準法」改定（19

98年9月）、派遥労働の規制を緩和した「労働者派遣法」改定（1999年6月）、

企業のリストラ計画を税制面で支援する「産業再生法」（1999年8月）等など

である。

（2）「供給サイド」の要因

①　パラサイトすることで得る紹折的「ゆとり」

学校卒業後も親と同屈し、親からの経済的支援や身の回りの世話なとを受け

ている未婚者、すなわち「基本的生活条件を親に依存している」「パラサイト・

ンンクル」■0）人口は、その名付け親の山田臼弘の試算によれば約1000万人であ

るという。

『実態』の結果によれば、肖都岡における「パラサイト・フリーター」はフ

リーター全体の639％を占めるという（『白一書2000』では606％）。親元にいれ

ば、高額な家賃を支払う必要もなく、自立生活をするには困難な低収入であっ
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ても一定の「ゆとり」が生じうる。「パラサイト・フリーター」の全ての親に

経済的余裕があるわけではないが、親の経済的サポートを受けられる条件があ

れは、少ない給料でもその殆とが自分の可処分所得にもなりうる。こうした状

γ兄の下では、特別の理由がない限り、「パラサイト・フリーター」たちは親と

の同居を継続することになる。

②　大企業信仰や就社「基幹職（正社員）」志向の希薄化

若者たちの目の前で展開しているのは、90年代後半以降の企業の「リストラ」

政策が雇用慣行を変え、労働者の権利が大幅に縮小させられた状況である。倒

産など想像もできなかったような歴史のある大企業の倒産であり、勤勉で従順

な従業員の「過労自殺」といった過酷な現実である。こうした厳しい現実をみ

るにつけ、多くの若者たちの日本的雇用システムに対する信頼感は薄れ、企業

に対する価値観は人きく変化している。企業内の競争的人生に魅力を感じなく

なっている彼らにとっては、大企業に就社することも、時間拘束のきつい基幹

職（正社員）に就くことも、無理をしてまで獲得すへき目標ではなくなってい

るのである。

できる限り止社員としてとどまり、企業内人生を全うしようとする親世代と、

現代青年の就業意識とライフスタイルは大きく異なっている。現代の竃年にとっ

ては、雇用環境が厳しいからこそ、定職に就くまでの積極的な選択肢として

「フリーター」が考えられるのである。やり甲斐のある、面白い仕事を求めて、

自分に忠実に生きるには、時間自由度の高い「フリーター」ライフが魅力的に

感じられるのである。

③　就職活動に臨む主体（学生）側の「未成熟さ」

全国の歯等学校の775％が非専門高校であり、普通高校における進路指導は

一般に就職指導よりも進学指導が重視されがちである。事実、2000年度の高卒

者の高等教育機関への進学率は705％である（その内、四大・短大に現役で進

学したのは451％）。多くの高校年にとって高校卒業後の進路は、深く考える

こともなく「進学」が口明のことと意識されているのではないだろうか。こう

した中で、高校生の圧倒的部分が“職業”や“仕事”について突き詰めて考
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える学習機会を与えられることもなく、準備本1分のまま進路選択時期を迎え

ている0かれらの多くはR的を噴味にしたまま「とりあえず進学」を選択する。

高卒後フリーターとなる場合も、入学入試や就職試験に失敗したため「やむを

得ず」進路変正してなったというケースが多い。

もちろん、隼徒の職業意識の桶茎や就職のサポート体制のあり方など学校側

の問題も問われなければならない。先にも述へたように92年から99年までの7

年間で高や求人が8割弱　減っているといった需要サイトの要因が高校生の就

業意識や行動に大きなjJ汐轡を故はしていることも押さえなければならないが、

一方で、就職活動へのチャレンノを回避し、「進路」決定を「安易に」先延ば

しするという、局校生の主体の側の「未成熟さ」も指摘されなければならない

だろう。このことは、■笥校までの教育過程での人間発達、社会性の発達といっ

た問題とも関連する複雑な分析課題である。

日本労働研究機構によって実施された首都圏の高校（普通科進路多様校）対

象の詞杏11）〔担当　小杉礼f〕は、対象と発表された内容が限定的であるとは

いえ、高校生の就職意識を知る卜で有益である。同調査の結果を見ると、当初

就職を希望していなから内定控得にいたらなかった／巨徒と「フ・トクー」にな

ることを最初からr定している生徒との問の共通点が多く見出される。当初の

就職希望をもちっっけ、就職所動を1月の調剤も頁まで続けていた生徒はわず

か6％である。甲い時期に就職活動をあきらめたり、最初から就職活動をせず

に希望を取り卜けた生徒の約4割が「フリーター」子宜抑こ変わっている。

「フリーター」予定者の高校年活トの特徴は、多欠賄、成績の自己評価の低

さ、部活への不参加、平均20時間のアルハイトなとが挙げられる。平常の授業

がある期間でも過4～511、一H4～5時間の7ルハイトをしている吐徒がい

るのである。同調査では、r一一くから就職所動することをあきらめて「フリーター」

に希望を変える桂徒は、学校推薦の基準（出席日数や成績）に甘信が持てない

ため、自分の就職可能性を低く見横もっていると分析している。また、フリー

ターを選ぶ隼徒の小には，「アルハイトをして、生活する自信がついた」とい

う感想を持った者も多い。こうしたことから、同調杏では（高校時代の）“ア

ルバイト経験はフリーターへの選択を促進する要因にもなっている”と分析
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している。この分析は、一部の大卒「フリーター」予定者を考察する上で示唆

的である。

低所得あるいは複数就学者を抱える家庭の場合なとは、生徒のアルバイトが

家計補助として機能している事情があることは考慮しなければならないが、そ

もそも授業へのコミソトメントの弱い生徒にとって、アルハイトが強い吸引力

を持った場合は、当然学校で身につけるべき知識や技能、あるいは郡活や各種

の社会活動なとを通じて異なる意見をもつ人々と意見を調整しあいながら所動

を進めてゆくことで身につく社会性や交渉力といったものも備えられないとい

う「学びの質」の低さを引きずる結果となる。かれらのライフスタイルは、血

例で長r場の「正社員」選考にはなじまない傾向が強く、「フリーター」選択

〔「モラトリアム型」／「暗中模索組」〕への兼踊1性が高い。

学校の「階層化」は進行しており、学校間格差も深刻化している。「フリー

ター」への参入問題と「階層化」問題との関連は強いと思われる。

Ⅳ　企業の採用行動と大卒の「フリーター」予定者

長引く不況の中で、各企業の求める「人材」像も大きく変わってきた。少数

厳選採用に伴い、選考方法も「多様化」し、最近の採用基準はいっそう高くなっ

ている。

こうした企業の採用行動を反映し、大学生の就職活動は一層の「早期化」傾

向をみせている。自分の適性や希望をじっくり考える余裕もなく、「R分は何

をやりたいのか」という疑問や不安を抱えたまま、平均的学生は3年生の後期

から就職活動を開始するようになっている。

大学就職部／キャリアセンターに「就職登録」し、就職活動に挑んだ学生た

ちの求職意識や取り組みへの熱意12）は、種々の「アンケート調査」結果を見る

かきり決して低いものではない。例えば、首都圏の私＼TA大学の「調査」結果

によれは、学件一人あたりの資料請求葉書の送付数は平均すると男子149枚・

女子133枚である。セミナー参加数は男子23祉・女子31杜、軍記試験は男子が

13祉・女了が19社であった。経験した第1次面接の平均回数は男子132回・女
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子164回で、最終面接まで進んだ者では男／が36k】い女戸が35回であった。

また、私立B入学の「調査」結果〔2000年1川〕によると、資料請求の送付

数「31祉以上」が全回答名の50％、「51社以上～10川以「」が35％を占め、全

社説明会の参加数・会社訪問の数については「11～21社以L」が58％を．上．めて

いた。これもまた高い求職意欲を窺わせる数値である。

「内定出し」時期が年々早期化する傾向にあることは、各種チーク・3）からも

わかる0日本経済新聞社の調査〔最終集言12001年4月10日〕によれば、3月ま

でに会社説明会を開催し、採用活動を始めた企業は544％を占めていた。その

他の「新卒採用企業アンケート調査」結果も、採用予定企業の627％が既に7

月末までに「内定山し」を行っていることを示している。2割余（219％）の

企業が10月以降も採用選考を継続するが、企業規模別で見れば、小・宥細化す

るほと「内定出し」が遅くなる傾向にある（10月以降100－299人規模で16．7

％、30－99人規模で281％）。仝同平均では新卒採用「内定出し」ピーク時期

は6月上旬であるか、7月末までに内定が取れないと、特に9月以降は、入学

新卒者と留学／キャリアの通年採用（転職）組とがl石Jじ土俵上で競争に挑むこ

とになり、競やは一層煽烈にならざるを得ない。

“買いf巾場”という有利な条件にある需要（介業）サイトは、新規学卒

に何を期待しているのであろうか。多くの人事部長は、「新卒ながら確実に業

続に貞献できる（即戦力になりうる）、什事に対する認識度の向し、学生を採用

したい」との意向を表明している。こうした意向を反映し、イノクーネソトに

よるオープンエントリーや職種別採用の動きは強まり、選考方法も一層工夫さ

れ、多様化してきている。

「企業で実現したいこと」や「インターンノップ経験の有無」等の記入をは

じめ、ゼミでの研究テーマと内容をかかせるといった、「学びの質」を問う多

様な「ェントリーン1卜」の作成（実施企業約4割）が謙せられている。「血

接」試験では、プレゼンテー／ヨン形式や集団討論（6拙こ1祉）、さらには

ティへ－卜型集団討論などが実施されている。

文化放送プレーンが作成した次ページ図〔図2〕は、考圧しの就職志望学生の

間で進行している「▲つの　附ヒ」傾向を匪Ⅰ式化したものだが、企業の採用行
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る＜モチへ－ソヨン＞　　　出所　文化放送ブレーンFDATABO刈VOL24〔採用●
就職戦線総括号〕2000　7－8，P5

の側血を機軸にして、

学桂を5つのタイプに
図2　就職志願学生の5タイプ

ポテンノヤルとモチへ一／ヨンの二側伯1からみる　梅化

分けて、それぞれのタ

イプの位置を示すことで、学生間で進行している格差、二極化傾向を浮き彫り

にしている。

企業サイトからすれば、＜ボテンシノヤル＞・＜モチベーション＞の両側面に

おいてポイントの高い学生、図でいえば右上の「就職確実型」こそ最も採用し

たい人材となるわけである。この「就職確実型」の対極に位置するのが、「モ

ラトリアムフリーター型」と「チャレンジ忌避型」である〔上図ではとちらの

型についても比較的ポテンシャルの高い層までをイメージして作成されている〕。

これは、例えば「モラトリアムフリーター型」の中でも、ム斜め卜に位関する

ほど、満足度の高い就職先がみつかる可能性が高くなるということであり、逆

に、左下に向かうはと、就職からほ遠のいていくことになる。

現実には「チャレンシ忌避型」と「モラトリアムフリーター型」の学生層を

多く抱える入学ほと、就職サポート・ンステムの重要度を高める。この両タイ

プにおいては、「なりたい自分」と「なれる自分」との不離に本人自身が最も

大きな心理的葛藤や負担を感じつつ、なおかつ＜ポテンン′ヤル＞面でも向上の
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課題を抱えているからである。

なお、一般的傾向として、企業側も、自ら設定した基準に見合う学生になか

なか出会えず、「ミスマソチに泣かされている」という。そこで企菜側は基準

を下げずに、内定出しを遅らせてでも“求める人材”を追求しようとする。

企業が大学新卒者に求める「能力」l巾を具体的に見ると、「職場、企業内を活惟

化」できる「能力」が642％、「柔軟な発想」ができる能力が59．9％となって

いる0つまり、企業のために成果や業縦をあけうる「能力」のことであり、突

き詰めれば日経連のf」ち出した「能力」、すなわち、「ツタ働移動を可能にする能

力」に「当該企業の中で発揮され、継続的に雇用されることを可能にする能力」

を加えた「雇用されうる能力」〔ェンプロイヤヒリティ（employablllty）〕15）と

その内容は重なる。

人気のある大企業に正社員として就職しようとすれば、NECソフトの2000

年度事例にみるように、「インターネットでの『会員登録』」（25000名）→「エ

ントリー一二／一卜・Web一次面接」→「適牲試験・面接」（500名）→「人祉」（

200名）と厳しい絞込みの選考過程を1つ1つ突破して、「／しき残りケーム」に

勝ち抜かなくてはならない。くポテンゾヤル＞の扁し、「雇用されうる能力」を

身に付けた少数者のみが最終選考に残りうるのである。

まさに、就職活動とは、「カネ」＋「ヒマ（時間）」＋「工ンプロイヤヒリティ」

をへ－スにした総力を挙げての「個人」戦としての様相が強くなっている。リ

クルート・スーツの購入、交通費、通信・情報収集費（携帯電話・パソコン・

就職情報誌）等に出矧ま蕾む。アルハイトや要卒単相履修に汲々とすることも

なく就職活動にたっぷりと時間をかけられるゆとりがなければならない。需要

サイドの求める「雇用されうる能力」は、採用選考の場で効果的に表現されな

ければならない。くモチへ－ン′ヨン＞がいかに高かろうと、就職活動に費やす

経済的「ゆとり」がなく、取得単位数が低く、求められるFL能力」も見劣りす

るならば、「正杜且」劇二職“戦線”に参入するための属礎的前提条件に「欠け

る」。したがってこうした学生は、需要（企業）サイトより早晩「フリーター」

へと転戦を強いられ、「やむを得ず型」が増和される。
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Ⅴ　「フリーター」の就業問題と課題一結びに代えて一

「フリーター」としてのライフスタイルを選択するわが国膏年の数は年々増

人している。非「正杜且」として働くかれらの就業・生活問題は、まさに今日

の人きな社会問題である。

第1に、彼らの平均年収の低さという問題である。年収約150万円はととい

う低所得／低賃金では、ボーナス等を含む「正社員」との年収格差は大きい。

樋口美雄の試算16）によれは、35歳で「フリーター」が就職すると仮定するとそ

れまでの「自由の代償」（＝「止社員」収入との差槻）は6，151万円にもなると

いう。

「フリーター」の多くは経済的に自立した生活が困難であり、経済的不満は

高い。また、健康保険や年金の未加入者や滞納者も少なくない。人生の将来設

計が描きにくく、年活不安を引きずっている。

第2に、低収入であるため、彼らの多くは親と同居（パラサイト）しなけれ

ば、「やりたい仕事」にこだわるライフスタイルが維持できない。身の回りの

世話まで親に顧るという基礎的生活条件依存度が高いため、山田昌弘が指摘し

ているように、「パラサイト・シンクルの自己増殖」17）が進行する。これは少

子化につながり、社会全休の住宅、家電・家貝等の耐久消費財なとの需要の減

少や教育関連事業の諾妾の落ち込みなとに直結し、社会の活力を低下させるこ

とは確実であろう。

第3は、彼らの就いている仕事は定型的／低技能労働であり、職業キャリア

形成に有効に繋がらない。「平成13年雇用管理調査」によれば、企業サイトが

正社員として採用する場合「フリーターであったことの評価」が極めて低いこ

とが明らかになっている。「プラスに評価する」はわずか31％であり、「マイ

ナスに評価する」（302％）と「評価にはとんと影響しない」（627％）が圧倒

的である。フリーターとして長期間働いても、就業と「雇用されうる能力」の

開発や養成とは結びつかず、「フリーター」期間の長さが「フリーター」生活

からの「脱出」の阻筈要因になっているのである。こうした状況は、什事を通
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じて自己の適性を把捉し、経験を蓄積し、やりがいのある仕卦こ就きたいと望

んでいる次世代の意欲をそくことになるし、社会全体が蓄積した技能の伝達と

継承という角度から見てもその社会的損失は大きいといえよう。

以上、「フリーター」の就業生活に関わる主な問題点を挙げたが、R的志向

的に自覚してフリーターを選択した「夢追求型」／「トライ＆ステップアソプ

組」と「やむを得ず型」／「モラトリアム型」／「憤れ・夢見て足踏み組」と

では、問題点の受け取り方も困難への、Lち向かい方も当然異なってこよう。し

かしフリーターに共通してデメリノトとして認識されている点を『実態』から

みると、フリーターの「低収入」「収入の不安定」「社会的認知の低さ」「将来

不安」である。

こうした様々な問題かありながらも、「フリーター」は増大しっっけている。

このことは、「フリーター」の増大が、若年者の意識変化や「需給のミスマッ

チ」といった、人問の気持ちや個別的な事情によるものではなく、需要（企業）

サイドの雇用戦略の転換によって構造的に′トみ出されたものであることを示し

ている0需要（企業）サイトが推進する、常用雇用（一に社員）の削減政私派

遣、パート、アルハイターなとの不安定雇用労働者を常用雇用の代替として補

充・拡人する政策こそが、フリーター増大の主たる安凶なのである。今後も需

要サイトの採用抑制で常用雇用が縮小し、不安定雇用の採用増へと求人ソフト

が進むならは、こく普通の平均的な大学新卒者たちに残された道は「フリーター」

への参入ということにならざるを得ない。このことは、新卒後、「フリーター」

期間を「しばらく」経ての就職かく一般化＞する方向にあるといえようか。

しかしながら、一方で就職戦線が煽烈を極め、就職活動が「個人」戦の様相

を呈することから、今後も多くの学年が「醐ほれうる能力」を身につけよう

と必死の「自助努力」を試みることになろう0しかし、先に見たように今日の

フリーター増大の原閑が企業による雇用戦略の構造的転換にあるのであるから、

個人的対応に終始する限りそれは自ずと限界がある。政肘の政策として企業に

雇用戦略の改変を迫り、規制を加えることがなければ、フリーター増大は将来

の日本社会にゆゆしき事態をflみ出すことになるであろう。

現代の日本は戦後良人の鹿川危機を迎えている○当然のことながら、雇用と
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生活防衛の切実な課題は、「フリーター」琶年だけのものではなく全ての世代

に共通している。だが、とりわけ昔年の学卒未就職者の増大は深刻な問題であ

り、解決の方向が早急に明確に提示される必要がある。なぜなら、この問題の

解決の帰趨は将来の日本社会の活性化かそれとも沈滞化かに関わる帝大性を帯

びているからである。

「フリーター」問題の解決のためには、貝休的で実効力のある個別・類型

（タイプ）別政策の方向が重要となる。パラサイトせずとも白、＝ノて生荊して

いける貢のセーフティネット確立に向けての具体化である。

そのためには、先ず第1に、政府による実効力ある雇用・失業問題対策の尖

施である。社会的にも大きな存在としてある「フリーター」たちのキャリア形

成のシステムが未整備であることおよび正社員との賃金・労働条件面での帯し

い格差は深刻な問題である。ワークシェアリングや残業規制で雇用を創出・拡

大（総需要拡大）するとともに、職業訓練制度（キャリア・技能形成支援）の

整備・拡充とその凱間中の生活保障等を図るべきである。

次いで、「フリーター」予定者を擁する大学には、企業サイトのニーズや採

用行動をも視野に入れた学生就職支援の条件整備・拡充の課題がある。職業意

識の廟義とlh止、職業教育、インターンンップの実施等は支援プロクラムに糾

み込まれクレート・アップするであろうが、それらが実効力を持つためには、

何よりも、“「学びの質」を備えた学年の育成”を基軸に据えた全学的なサポー

トゾステムの確立が必要である。自分の「本当にやりたいこと」に“こだわ

り・，を抱く学生たちが、それに適比、できる、活力ある学生として発達しうる

事業システムの推進である。

それでは、日立できる「やりがいのある仕事」に出会いたいと願う学生／

「フリーター」たちには、何が求められているのであろうか。夢や願いと出会

うためには、出会いに向けての熱い思い（モチへ－シ′ヨン）やそのためにつか

う知識や教義、論理的思考も、コミュニケーション能力（ポテンソヤル）も、

すへて必要なものといえる。これらの能力は、企業の業節向卜のためにのみ

「捧げ」られるものではなく、現代に生きる権利主体としてむしろ自分の適性

に合った職業や仕事にめくり合うために、また現代を主体的に年き、さまさま
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な人々との交流や協働を進め、豊かで楽しい人桂を送るためにこそ身につける

べきものなのである。上体（供給）サイトに、甜代に′lきる発達卜の「未成熟

さ」や立ち遅れがあるとすれば、その日覚的克服はきわめて尋安なことである。

企業サイトの戦略的・構造的な問凰こ対抗し、政府をして鹿川・失業問題対

策や兵のセーフィティネットを確立させる道を偵索するためには、仲間同上の

人間的な結びつきと共通の体験をへ－スにした連帯が、またそのための時間が

必要となる。

「フリーク1」とその〕1定晋たちか、「「湧らしさ」を求め、H分に忠実に

年きるためには、1擬者としての自律とともに社会的連帯が必要である。かれ

らは、そのことを時間選好の強いライフスタイルで学びとり成長していくこと

になるであろう。
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